
 

 第二回 医療費統計の整備に関する検討会 検討資料 

 

 

 

OECD の SHA 手法に基づく保健医療支出推計 

（National Health Accounts） 

 

 

平成２２年１２月 9 日 

 

 

 

 

 

財団法人 医療経済研究・社会保険福祉協会 

 医療経済研究機構 

  

IHEP

資料２ 



1 
 

 

 

目次 

 

 

1) 総保健医療支出、国民医療費、医療保険給付の範囲など    2 

 

 

2) SHA の推計方法         6 

 

 

3) 諸外国のデータ提出状況       10 

 

 

4) データの精度（日本、ドイツ、韓国について）     12 

  

 

5) SHA の現状： SHA1.0 から 2.0 へ      14 

 

 

6) 参考資料         18 



2 
 

図 1 総保健医療支出、国民医療費、医療保険給付の範囲 
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表１ 保健勘定国際分類 ICHA 

機能 Function  

HC.1 Services of curative care 診療サービス 

HC.1.1 In-patient curative care 入院診療 

HC.1.2 Day cases of curative care 日帰り診療 

HC.1.3 Out-patient curative care 外来診療 

HC.1.4 Services of curative home care 在宅診療サービス 

HC.2 Services of rehabilitative care リハビリテーションサービス 

HC.2.1 In-patient rehabilitative care 入院リハビリテーション 

HC.2.2 Day cases of rehabilitative care 日帰りリハビリテーション 

HC.2.3 Out-patient rehabilitative care 外来リハビリテーション 

HC.2.4 Services of rehabilitative home care 在宅でのリハビリテーションサービス 

HC.3 Services of long-term nursing care 長期医療系サービス 

HC.3.1 In-patient long-term nursing care 長期医療系施設サービス 

HC.3.2 Day cases of long-term nursing care 長期医療系通所サービス 

HC.3.3 Long-term nursing care: home care 在宅での長期医療系サービス 

HC.4 Ancillary services to health care 医療の補助的サービス 

HC.5 Medical goods dispensed to out-patients 外来患者への医療財の提供 

HC.5.1 Pharmaceuticals and other medical non-durables 医薬品とその他の非耐久性医療財 

HC.5.1.1 Prescribed medicines 処方薬 

HC.5.1.1 Over-the-counter medicines 一般薬 

HC.5.1.3 Other medical non-durables その他の非耐久性医療財 

HC.5.2 Therapeutic appliances and other medical durables 医療器具とその他の耐久性医療財 

HC.6  Prevention and public health services 予防および公衆衛生サービス 

HC.7 Health administration and health insurance 保健医療管理業務および医療保険 

HC.9 Not specified by kind 分類されないもの 

HC.R.1 Capital formation of health care provider institutions 保健医療提供機関の資本形成 

 Health-related functions 保健医療関連機能 

HC.R.2 Education and training of health personnel 保健医療従事者の教育および訓練 

HC.R.3 Research and development in health 保健医療における研究開発 

HC.R.4 Food, hygiene and drinking water control 食品、衛生および飲料水の管理 

HC.R.5 Environmental health 環境衛生 

HC.R.6 Administration and provision of social services in kind to assist 

living with disease and impairment 

疾患や障害を伴う生活を支援するための社会サ

ービスの現物支給および管理業務 

HC.R.7 Administration and provision of health-related cash-benefits 保健関連の現金給付および管理業務 

 

 

 

供給主体 Provider 

HP.1 Hospitals 病院 

HP.1.1 General hospitals 一般病院 

HP.1.2 Mental health and substance abuse hospitals 精神保健および薬物濫用治療病院 

HP.1.3 Speciality (other than mental health and substance abuse)hospitals 専門病院（精神保健および薬物濫用治療以

外） 

HP.2  Nursing and residential care facilities 長期医療系施設および居住施設 

HP.3  Providers of ambulatory health care 外来医療提供者 

HP.3.1 Offices of physicians 医科診療所 

HP.3.2 Offices of dentists 歯科診療所 

HP.3.3 Offices of other health practitioners その他の保健医療従事者の外来施設 

HP.3.4 Out-patient care centres 外来診療センター 
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供給主体 Provider 

HP.3.5 Medical and diagnostic laboratories 臨床検査および診断検査所 

HP.3.6 Providers of home health care services 在宅医療サービス提供者 

HP.3.9 Other providers of ambulatory health care その他の外来サービス提供者 

HP.4  Retail sale and other providers of medical goods 医療品の小売、供給 

HP.4.1 Dispensing chemists 調剤薬剤師 

HP.4.2 Retail sale and other suppliers of optical glasses and other vision 

products 

眼鏡と視力矯正器具の小売、その他の供給業

者 

HP.4.3 Retail sale and other suppliers of hearing aids 補聴器の小売、その他の供給業者 

HP.4.4 Retail sale and other suppliers of medical appliances(other than 

optical glasses and hearing aids) 

医療器具の小売、その他の供給業者（眼鏡お

よび補聴器以外） 

HP.4.9 All other miscellaneous sale and other suppliers of pharmaceuticals 

and medical goods 

その他、医薬品および医療財の様々な販売、

その他の供給業者 

HP.5  Provision and administration of public health programmes 公衆衛生プログラムの提供および管理 

HP.6  General health administration of health 一般保健医療管理業務 

HP.6.1 Government administration of health 政府による保健医療管理業務 

HP.6.2 Social security funds 社会保障基金 

HP.6.3 Other social insurance その他の社会保険 

HP.6.4 Other (private) insurance その他の（民間）保険 

HP.6.9 All other providers of health administration その他の保健医療管理 

HP.7  Other industries (rest of the economy) その他の産業（その他経済分野） 

HP.9  Rest of the world その他 

 Memorandum items  

M.1 (HP) Health care related activities providers n.e.m (not investment) 保健医療に関連したサービスの提供者（資本

形成でない。） 

 

 

 

財源 Financing agents/schemes 

HF.1 General government 一般政府 

HF.1.1 General government excluding social security funds 社会保障基金を除く一般政府 

HF.1.2 Social security funds 社会保障基金 

HF.2  Private sector 民間部門 

HF.2.1 Private social insurance 民間が扱う社会保険 

HF.2.2 Private insurance enterprises(other than social insurance) 民間の保険会社（社会保険以外） 

HF.2.3 Private household out-of-pocket expenditure 家計負担 

HF.2.3.1 out-of-pocket excluding cost-sharing 共同負担としての保険料を除く家計負担 

HF.2.3.2-

HF.2.3.5 

Cost-sharing: central government; state / provincial government; 

Local / municipal government;  Social security funds 

共同負担としての保険料（中央政府、地方政

府、地方自治体、社会保障基金） 

HF.2.3.6-

HF.2.3.7 

Cost-sharing: Private  insurance 共同負担としての保険料（民間保険） 

HF.2.3.9 All other cost-sharing その他の共同負担 

HF.2.4 Non-profit institutions serving households(other than social 

insurance) 

対家計民間非営利団体（社会保険以外） 

HF.2.5 Corporations(other than health insurance) 企業（医療保険以外） 

HF.3  Rest of the world その他 
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図 2. 機能(HC)、 供給主体(HP)、 財源(HF)と提出する 2 次元テーブルの関係 

 
 

 

表２  SHA tables 

No SHA テーブル略称 SHA テーブル名称（説明） 

1 HC×HF 

Function of Health Care by Health Care Financing 

agents/schemes 

（機能別分類×財源別分類の２次元テーブル） 

2 HC×HP 
Function of Health Care by Health Care Provider 

（機能別分類×供給主体別分類の２次元テーブル） 

3 HP×HF 

Health Care Provider by Health Care Financing 

agents/schemes 

（供給主体別分類×財源別分類の２次元テーブル） 

4 HF×FS 
Health Care Financing agents/schemes by Financing 

Source 

5 RC×HP Human Resources x Health Care Provider 
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2) SHA の推計方法 

 
国民保健計算の国際基準である SHA は、2000 年に OECD が version1.0(以下、SHA1.0)を発表し、加

盟各国はこの基準に沿った推計を行うことが求められている。日本では医療経済研究機構が平成 12 年

度厚生労働科学研究費特別事業により SHA1.0 に準拠した日本の総保健医療支出の推計方法を開発し、

以後、継続的な研究および推計を行ってきている。  

 

日本の SHA 推計には、国民医療費などの約 40 種類の統計資料を利用している（表）。また、推計に使

用しているデータ項目数は、約 500 に上る。 

 

推計方法の具体例として、ここでは国民医療費には含まれていない一般薬（HC.5.1.2）の費用につい

て説明する。（推計方法は、医療経済研究機構の報告書に記載されている)）。 

一般薬（HC.5.1.2）の費用は、薬事工業生産動態統計（表の資料 No.18）の生産額を用いて、その値に

卸マージン率と小売マージン率を乗算することで算出している。 

具体的には、国内生産分として「医薬品薬効分類別用途区分別出荷・在庫金額」の項目から a)国産一

般用医薬品・出荷（国内製造）・国内、b)国産配置用家庭薬・出荷（国内製造）・国内、輸入品として c)国

産一般用医薬品・出荷（輸入品）・国内、d)国産配置用家庭薬・出荷（輸入品）・国内を合計している。ここ

で、一般薬生産額は 

一般薬生産額（百万円）＝ a ＋ b ＋ c ＋ d   

＝ 602,441 ＋ 34,432 ＋ 19,563 ＋ 34 

＝ 656,470 

となる。 

マージン率は、平成 19 年中小企業の原価指標(表 3 の資料 37)の値を活用している。卸マージン率は

「その他の卸売業平均」の e)純売上高と f)売上原価の割合である。 

卸マージン率  ＝  e / f 

   ＝ 163,268 ／ 232,197 

   ≒ 1.42 

小売マージン率も同様である。 

小売マージン率 ≒ 1.21 

 

最終的に、一般薬生産額に卸売と小売マージン率を乗算した値が、2006 年度の一般薬に係る費用と

なる。2006 年度は、1,078,215（百万円）となる。 

この値は供給主体の HP.4（医療品の小売、供給）へ、財源では HF.2.3.1（民間部門）に収められる。 

このように、各機能分類の医療費を算出し、次に各機能の値を財源や供給主体別に按分するなどの方

法で機能(HC)、 供給主体(HP)、 財源(HF)のそれぞれの値が推計され、最終的に 2 次元の SHA テーブ

ルを作成する。 
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表 3. 総保健医療支出算出に利用している統計資料 

 

No 出所 資料名

1 日本電算企画 補助金総覧

2 （法） 健康保険法施行令

3 健康保険組合連合会 事業年報

4 厚生統計協会 保険と年金の動向

5 厚生労働省 わが国の母子保健

6 厚生労働省 医療施設（静態）調査

7 厚生労働省 医療施設（動態）調査

8 厚生労働省 介護給付費実態調査

9 厚生労働省 患者調査

10 厚生労働省 国民医療費

11 厚生労働省 国民健康保険事業年報

12 厚生労働省 社会医療診療行為別調査報告

13 厚生労働省 社会福祉行政業務報告

14 厚生労働省 人口動態統計

15 厚生労働省 調剤報酬レセプト調査

16 厚生労働省 （平成14年-）就労条件総合調査  （-平成13年）賃金労働時間制度等総合調査

17 厚生労働省 病院報告

18 厚生労働省 薬事工業生産動態統計

19 厚生労働省 老人保健施設調査

20 厚生労働省労働基準局 労働者災害補償保険事業年報

21 厚生労働省老健局 介護保険事業状況報告年報

22 財務省主計局 国家公務員共済組合連合会 国家公務員等共済組合事業年報

23 国民健康保険中央会 （2003-）給付状況  （-2002）介護給付等の状況（平成12年4月～平成13年3月サービス提供）

24 財務省主計局（国立社会保障・人口問題研究所） 特別会計歳入歳出決算書（社会保障統計データベース）

25 独立行政法人 国立病院機構 平成１６年度（第１期事業年度）事業報告書  平成１６年度（第１期事業年度）財務諸表等

26 国立社会保障・人口問題研究所 社会保障統計年報

27 社会保険診療報酬支払基金 基金年報

28 社会保険庁 事業年報

29 生命保険文化センター 生命保険の動向

30 総務省 市町村要覧

31 総務省 事業所・企業統計調査報告

32 総務省 住民基本台帳人口要覧

33 総務省 地方交付税制度解説

34 総務省自治財政局 地方公営企業年鑑

35 地方公務員共済組合協議会 地方公務員共済組合等事業年報

36 中央社会保険医療協議会 医療経済実態調査

37 中小企業庁 中小企業の財務指標

38 内閣府経済社会総合研究所編 国民経済計算年報

39 日本私立学校振興・共済事業団 私学共済制度事業統計

40 文部科学省 学校基本調査報告書
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3) 諸外国のデータ提出状況 
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4) データの精度（日本、ドイツ、韓国について） 

 

表  HC 分類に含まれる項目の日本、ドイツ、韓国の比較 

 

 

SHA の機能別分類 HC について、ドイツ、韓国の担当者から各分類に含まれる項目に関する情報を収

集し比較した。 

 

HC.1.1（入院診費）は、3 カ国ともに算出している。 

HC.1.2（日帰り診療）は、日本と韓国はデータソースの問題から個別に算出できていないが HC.1.1 に

含まれており、ドイツは公的保険の開業医による診察、透析、日帰り手術の医療費を推計している。 

HC.1.3（外来診療）は 3 カ国ともにほぼ共通して算出している。 

HC.1.4（在宅診療サービス）に関しては３ヶ国ともに推計してはいるものの、含まれている内容が異なっ

  HC.1 ：診察サービス

HC.1.1 ：入院診療

In-patient curative care

HC.1.2 ：日帰り診療

Day cases of curative care

HC.1.3 ：外来診療

Out-patient curative care

HC.1.4 ：在宅診療サービス

Services of curative home care

  HC.2 ：リハビリテーションサービス

HC.2.1 ：入院リハビリテーション

In-patient rehabilitative care

HC.2.2 ：日帰りリハビリテーション

Day cases of rehabilitative care

HC.2.3 ：外来リハビリテーション

Out-patient rehabilitative care

HC.2.4 ：在宅でのリハビリテーション

Services of rehabilitative home care

  HC.3 ：長期医療系サービス

HC.3.1 ：長期医療系施設サービス

In-patient long-term nursing care

HC.3.2 ：長期医療系通所サービス

Day cases of long-term nursing care

HC.3.3 ：在宅での長期医療系サービス

Long-term nursing care：home care

  HC.4 ：医療の補助的サービス

HC.4.1 ：臨床検査

Clinical laboratory

HC.4.2 ：画像診断

Diagnostic imaging

HC.4.3 ：患者搬送および救急

Patient transport and emergency rescue

HC.4.9 ：その他の様々な補助的サービス

All other miscellaneous ancillary services

医薬品及び包帯類、薬局等にあるOTC医薬品、介護補助具、聴

力補助具、視力補助具・コンタクトレンズ、その他の補助具、要

介護の住環境改善のための処置

介護ホーム、障害者ホームにおける完全入所介護、ショートス

テイ介護（自己負担分を含む）

介護ホームにおけるデイケア及びナイトケア、介護支援 部分入

所介護のための出費

介護手当て・介護現物給付、介護者が介護不可能な場合の在

宅介護、追加的な世話の給付

（HC.1.3に含まれている。）（HC.1に含まれている。）

（HC.1に含まれている。）

医学的リハビリテーション（依存症を含む）、負荷検査、作業療

法、障害者のための社会参加支援、子供のための治療教育的

給付

（HC.2.3に含まれている。）

ドイツ

公的保険の入院診察・入院分娩（自己負担分を含む）、民間保

険の一般的な病院給付、医長指名や宿泊に関する選択的サー

ビス

公的保険の開業医による診察、透析、日帰り手術

開業医による診療、開業歯科医による診察、保存的外科治療、

その他の医療職による治療、妊娠及び出産の際の開業医によ

る世話

公的保険の治療介護、開業医による診療、透析 物的費用（部

分的）

入院リハビリテーション給付、障害者の社会参加支援、子供へ

の治療教育的給付、サナトリウム、療養的治療・湯治

韓国

介護保険の通所リハビリテーションに係る費用

訪問看護医療費

日本

(HC.1.1含まれている。)

入院外医療費、薬局の薬剤調剤技術料、診療所の補助金合

計、歯科診療医療費
あらゆる外来医療費、歯科診療医療費、人間ドック

あらゆる入院および日帰り診療医療費

(HC.1.1含まれている。)

機能別分類 HC

入院医療費、入院時食事医療費、正常分娩費、病院施設運営

費補助金

  HC.5 ：外来患者への医療財の提供

公的な予算、民間及び公的企業による医療サービス、公的医療

保険による予防接種、歯科医師による診療、助産師による支

援、一次予防、癌の早期発見策、その他の疾病の早期発見策、

う蝕防止、企業内での事故予防、教育費用、労働医療職の費用

（HC.1に含まれている。）

移送費、救急車移送費、救急業務費

（HC.1.3に含まれている。）

救急車、救急医専用車、医学的診療の際のタクシー及びレンタ

カー、患者移送車・飛行機による救助（自己負担分を含む）

  HC.7 ：保健医療管理業務および医療保険
健康保険等の事務管理費、民間医療保険の事務管理費、保健

福祉家族部の行政費用（相応分のみ）

妊産婦・乳幼児検診、先天性代謝異常等検査、B型肝炎母子感

染防止事業等の費用、学校医の報酬（小学校、中学校、高校）、

予防接種、ツベルクリン反応、BCG接種の費用、組合の健診、

人間ドック、職域福利厚生

健康保険公団からの検診、予防接種、BCG接種、職域福利厚

生
  HC.6 ：予防および公衆衛生サービス

事務管理費における人件費及び物的経費

公的医療保険+ 民間医療保険+ 社会介護保険+ 公的労災保険

（一部）+ 公的年金保険（一部）

自宅分娩に対する現金給付

（HC.1.1に含まれている。）

（HC.1.1に含まれている。）

社会保険運営コスト、民間医療保険の管理コスト

外来処方薬合計、一般薬合計、衛生材料費等、眼科用品費、補

装具、補聴器、体温計、血圧計

薬局への処方薬、一般薬、および薬局の薬剤調剤技術料、衛

生材料費等、眼科用品費、補装具、補聴器、体温計、血圧計、

聴力補助具、視力補助具・コンタクトレンズ、

療養病院、療養施設及び在家老人福祉施設における入院サー

ビス、入所サービスもしくわショートステイサービス

療養病院、療養施設及び在家老人福祉施設におけるデイケア

サービス

療養病院、療養施設及び在家老人福祉施設におけるホームケ

アサービス

（HC.1に含まれている。）

（HC.1.1に含まれている。）

介護保険の訪問リハビリテーションに係る費用、居宅療養管理

指導に係る費用

介護老人保健施設、介護療養型医療施設、及び短期入所療養

介護に係る費用、療養型病床群の入院医療費及び入院時食事
医療費

介護保険の訪問看護に係る費用、老人訪問看護医療費

（HC.2.1に含まれている。）

（HC.1.1に含まれている。）
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ている。 

 

HC.2（リハビリテーションサービス）は、日本は HC.2.2（日帰りリハビリテーショ）と HC.2.4（在宅でのリハ

ビリテーション）を推計しており、ドイツは HC.2.1（入院リハビリテーション）と HC.2.3（外来リハビリテーショ

ン）を推計している。しかし、韓国は HC2 の全項目を HC.1.1 に含めているとして推計していない。 

 

HC.3（長期医療系サービス）は、特に HC.3.1（長期医療系施設サービス）に関しては、ドイツは全ての

介護施設の費用を含むとしていが、日本と韓国は介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）の費用を含

んでいないという違いがある。 

 

HC.4（医療の補助的サービス）では、3 カ国ともに HC.4.1（臨床検査）およびと HC.4.2（画像診断）は

HC.1 に含まれるとして、推計していない。HC.4.3（患者搬送および救急）は 3 カ国共通している。 

 

HC.5（外来患者への医療材の提供）と HC.6（予防および公衆衛生サービス）は、3 カ国ほぼ共通して

いる。 

 

HC.7 は、3 カ国ともに推計しているが、韓国は行政費用（保健福祉家族部であり、日本の厚生労働省

に相当する）を含んでいるという違いがある。 

 

このように、各国で推計に含めている項目を 2 デジットレベルで比較したところ、違いがある。 
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5) SHA の現状：SHA1.0 から 2.0 へ 

 

SHA は、現在 2.0 への更新作業が進められており、2010 年末の完成が目標とされている。さらに、性、

年齢、疾病別の医療費情報を OECD では新たに収集を始めようとしている。 
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医療経済研究機構では本年度より厚生労働科学研究費補助金（政策科学総合（統計情報総合）研究

事業）として、「厚生労働統計データを利用した総保健医療支出（OECD 準拠の System of Health 

Account2.0）の推計方法の開発および厚生労働統計との二次利用推進に関する研究」を開始し、各統計

の担当者・専門家へのヒアリング・レビュー、OECD 事務局・専門官および厚生労働省統計情報部や国際

課等の関係部局との検討を行っている。 

 

SHA推計に利用するデータおよびロジック（推計方法）は、SHAマニュアルに準拠して各国が個別に定

めたものである。その推計内容は OECD に報告されているものの、OECD が各国の細部の違いを調整す

るということはなされていない。また、対象とした 3 カ国をはじめ、OECD 加盟国の中でも機能分類上の

SHA の概念に含まれる全ての項目を推計できているわけではない。しかし、総保健医療支出は、SHA と

いう共通の枠組みのなかで推計した包括的な数値であり、各国の定義を把握したうえで比較することは意

味のあると考えられる。 
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